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（活動期間　2022年７月１日　～　２０２２年１２月３１日）
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人々の健康で豊かな食生活に貢献する

１ ．

２ ． 省エネルギーを推進し、二酸化炭素の排出量削減に努めます。

３ ．

４ ． 節水により、水資源の使用効率化・保全等に取り組み、環境負荷の低減に努めます。

5 ． 化学物質の適正な使用を心掛けます。

6 ． ライフサイクルアセスメントを考慮した製品設計を行い省資源に努めます。

7 ． 環境目標を定め、実施し、環境影響の低減に努めます。

8 ． 従業員に対し、計画的に環境教育・訓練を実施、周知させ、環境保全の能力向上を図ります。

奥本製粉株式会社

小河原 賢二

制定日： 2022/7/1

代表取締役社長

昭和産業グループ経営理念

環境方針

昭和産業グループは、穀物資源をもとに、小麦粉、植物油、糖化製品等の生産に
伴う事業活動、製品及びサービスから生じる環境への影響の低減を図るために、
CSR行動規範にしたがって環境活動に取り組み、環境マネジメントシステムによ
る「継続的改善」を実践します。

環境影響に関わる法規制・協定を遵守し、自主管理基準を定め、環境保全の更なる向
上に努めます。

生産活動において、食品ロスと産業廃棄物の削減を目指し、廃棄物の3R（リデュ―ス・
リユース・リサイクル）を推進します。
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組織の概要

（１） 商号及び代表者名

奥本製粉株式会社

代表取締役社長　小河原 賢二

（２） 所在地

本　社 大阪府貝塚市港１５番地

ミックス工場 大阪府貝塚市港１７番地

湯種工場 大阪府貝塚市二色中町７番１

東京支店 東京都江東区富岡２丁目２番１１号ふくせい１ビル

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

責任者　 常務取締役 助口浩昭 TEL：０７２－４３２－０８１１

担当者 総務人事部 王　忠信 TEL：０７２－４３２－０８１１

（４） 事業内容

小麦粉、パスタ、食品添加物等の製造及び販売

（５） 事業の規模

売上高 １３４ 億円

従業員　　　　　名 名 名 名 名 名

延床面積　　　 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（６） 環境年度 1 月 1 日～ 1 2 月 3 1 日

事業年度 4 月 1 日～ 3 月 3 1 日

認証・登録の対象組織・活動

登録組織名： 奥本製粉株式会社

対象事業所： 本　社 （　製粉工場 パスタ工場）

ミックス工場

湯種工場

（対象外：東京支店　２０２４年度中に取得予定）

活動： 小麦粉、パスタ、食品添加物等の製造及び販売

奥本製粉株式会社

本　社 ミックス工場 湯種工場 東京支店 合　計

16,400 6,535 1,580 600 25,115

160 57 22 16 255
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環境体制図と役割・責任・権限

昭和産業グループ グループCSV戦略に基づくESG経営の全体推進

サステナビリティ委員会

昭和産業グループ 環境対策に関する重要な課題に対するグループ方針を審議・決定

環境管理委員会 グループに関する環境課題を議論し、戦略を策定

奥本製粉（株）代表取締役 統括責任者。環境経営方針を策定し、必要な経営資源を準備する。

環境目標・計画の承認 全体の評価と見直しを実施し、改善を指示する。

経営会議

環境管理責任者（取締役） 環境に関する実行責任者

環境経営目標・計画の審議 環境経営目標・計画の周知と取組実施

環境関連法規等遵守の取組 各帳票の作成・データとりまとめ

従業員への環境教育訓練の実施 外部コミュニケーション

緊急事態対応演習の実施 環境レポートの作成、公開

営業部門統括取締役 生産技術部門統括取締役 管理部門統括取締役

全従業員

環境方針への理解と取組の重要性を自覚

決められたことを守り、自主的・積極的に

環境活動へ参加

製品のご紹介

奥本製粉株式会社

制定日： 2022/7/1
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主な環境負荷の実績

二酸化炭素排出量
廃棄物排出量

一般廃棄物
産業廃棄物（食品廃棄物含む）

食品廃棄物
発生量
発生抑制量
再生利用量
熱回収量
減量量
再生利用以外の量
廃棄物処理量
食品再資源化実施率

総排水量

kg-CO2/kWｈ
※電力の二酸化炭素排出係数 「関西電力2021年度調整後排出係数（残差）」

環境経営目標及びその実績

〇

〇

×

下水排水量の削減 △

プラ包材廃棄量の削減 〇

化学物質の適正管理 

奥本製粉株式会社

都市ガス使用量の削減によ
る
CO2排出削減

食品リサイクル率の自主目
標
（99.9％）達成

ライフサイクルアセスメント
を考慮した製品設計

0.915

0.311 0.311

評
価

1.086

82.5%

2,144 －

98.0%

２０２２年

t-CO2

基準年比

MWh/百万円

㎥ 415,059 185,407 202,932 172,241 373,553 365,252

％ 99.2% 96.8%
㎥ 13,136 12,798

0 0
3 16

415
0 0
0 0

トン

440 431
0 61

437

トン 426 345
トン 44 55

項目 単位 ２０２１年 ２０２２年
t－ＣＯ2 5,453 5,226

製品開発時に、入数・荷姿、発注単位が適正で、環境負荷が低
くなるような原料を可能な限り採用する。

社内化学物質管理プログラムに基づく適正管理の実施

基準年比 － 57.0% 33.0% 98.0% 97.0%

（目標）

２０２３年 ２０２４年

（目標）

1.075

97.0%

－

－

1.108

基準年

２０２１年

4,496

活動期間目標

－

99.0%

1.097

活動期間実績１－６月実績

1.028

92.8%

2,253

41.5% 90.0% 88.0%

％ 100.0% 99.9% 92.4% 99.9% 99.9%99.2%

t-CO2 926 413 453 384 833 815

6,060 12,216 11,954

基準年比 － － 49.7% 46.1% 93.0% 91.0%

ｋｇ 21,180 10,550 12,078 6,980 20,756 20,545

－

電力量原単位の削減による
ＣＯ2排出削減（MWh/売上
高）

㎥ 13,136 6,738 6,529

基準年比 － － 48.9%
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環境経営計画の取り組み結果とその評価

数値目標

クールビズ（室温を２８℃）

不要箇所不要時間の消灯・減灯

工場での設備運転効率化と

エアー漏れ箇所発見修理

Ｈ＆Ｌセンター階段使用の推奨

MWh/売上高百万円

数値目標

夏季厚生棟風呂温度の調整

ＧＨＰ空調設定温度確認

㎥

奥本製粉株式会社

0.968

〇

26,968 38,923 41,706 37,564

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

取組結果とその評価

都市ガス使用量の削減による CO2排出削減

〇

〇

1.049 0.942

33,739

1.101 1.077 0.976 0.910 0.882 0.8761.039

９月 １０月 １１月 １２月

取　組　計　画 達成状況

0.8052022年 1.098

取　組　計　画 達成状況 取組結果とその評価

電力量原単位の削減による ＣＯ2排出削減（MWh/売上高）電力原単位で８８．７％の効果を得た。売価上
昇の要因もあるが、電力総量でも昨年比９７．
７％となっており、省エネ法特定事業者として
の取組が生かせたと考える。ただ、クールビズ
に関しては、一部実施が芳しくない部門もあ
り、今後の取組への共感を得る方法の検討が
必要と思われる。

〇

△

〇

〇

〇

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 １１月 １２月

2021年 1.117 1.141 1.205

９月

1.161 1.089 1.125 1.124 1.004

８月 １０月

1.092 1.073 1.035 1.175

６月 ７月

34,078 30,797 35,523 33,945

結果として大幅な使用量低減が実現できた。通期
で大きいのは、風呂水の低減と水温管理、本社社
屋の温水温度の下げの効果が思いのほか大き
かったと考える。

2022年 31,380 30,634 34,493 30,228 28,488 30,184 28,725 32,272 29,208 24,443 28,087 29,506

2021年 31,761 33,556 36,499

0

1

2

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

電力量原単位（MWh/百万円））
2021年 2022年

0

50,000

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０

月

１１

月

１２

月

都市ガス使用量（㎥）
2021年 2022年
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数値目標

難リサイクル商品の分別処理

％

数値目標

構内漏水状況の監視

下水認定の貝塚市水道局との折衝

厚生棟お風呂水張り量の低減

㎥

奥本製粉株式会社

1,140 1,108 1,073 1,183

2022年 984 950 1,176 1,310 1,069 1,249 1,173 1,260 896 885 944 903

2021年 1,014 902 1,065 1,091 1,027 1,164 1,202 1,167

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

取　組　計　画 達成状況 取組結果とその評価

下水排水量の削減 当社では、上水の多くが原料水として消費されてお
り、製造に不可欠なものであることから、廃水として
消費される下水量の削減を目標に掲げている。年
間累計では、未だ目標達成にならないが、月次評
価では達成が続いていることから、現状の取り組み
を続けたい。取組期間の目標は達成できたが、環
境期間内の目標は達成できなかった。

△

△

〇

〇

１月 ２月 ３月

89.8%100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 74.3%

４月 ５月

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

１２月９月 １０月 １１月

2022年 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

６月 ７月 ８月１月 ２月 ３月

2021年 100.0% 100.0% 100.0% 91.3% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

食品リサイクル率の自主目標 （99.9％）達成 従来、リサイクルが困難であった少量包装の分別
を、関連生産チームの協力により行えたので、当初
はよいペースであったが、商材品の廃棄案件の発
生により、今期目標達成は叶わなかった。食品安心
上の取り組みとの整合性のとり方が模索される。

×

〇

取　組　計　画 達成状況 取組結果とその評価

0

1

2

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

食品リサイクル率（％）
2021年 2022年

0

1000

2000

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

下水排水量（㎥）
2021年 2022年
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数値目標

シート取替時の端材料削減

ｋｇ

奥本製粉株式会社

社内各部署で使用する化学物質について、その入
手と取り扱い方法を文書化し、励行している。

社内化学物質管理プログラムに
基づく適正管理の実施 〇

製品開発時に、入数・荷姿、発注
単位が適正で、環境負荷が低くな
るような原料を可能な限り採用す
る。

〇

製品開発時に、入数、荷姿、発注単位に無駄が出
ない様な原料を可能な限り採用している。これによ
り、原料の包装資材の低減、輸送にかかる環境負
荷を低減に取り組んでいる。

1,100 1,480 4,760

1,850 0 1,740 1,630

取　組　計　画 達成状況 取組結果とその評価

ライフサイクルアセスメントを考慮した製品設計

2,4102021年 1,000 1,150 2,320 1,390 1,130 1,990 1,150 1,300

取　組　計　画 達成状況 取組結果とその評価

プラ包材廃棄量の削減 やり易さを求めんがばかりに労働状況やコスト、環
境課題に対する配慮を欠くことなく、取り組んでゆき
たい。プラ代替材料の利用も市場では進んできてお
り、環境経営的にメリットが認められるのならば、取
り組んでいきたいと考えている。

６月

〇

〇

７月 ８月 ９月 １１月１月 ２月 ３月 ４月 ５月

1,4902022年 1,000 1,150 3,600 1,230 8901,450 1,500

取　組　計　画 達成状況 取組結果とその評価

化学物質の適正管理 

１２月１０月

0

5000

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

プラ包材廃棄量（ｋｇ）
2021年 2022年
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環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果。違反、訴訟の有無

法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

廃棄物処理法 一般廃棄物、産業廃棄物（プラ包材、動植物残渣、他）

食品リサイクル法 食品廃棄物

容器包装リサイクル法 容器包装

騒音規制法 コンプレッサー、送風機（クーリングタワー）

振動規制法 コンプレッサー

省エネ法 特定事業者、エネルギー管理指定工場

地球温暖化対策推進法 対策計画書・実績報告書の提出

フロン排出抑制法 第一種特定製品（エアコン等）

食品衛生法 食品製造上の衛生管理

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

食品リサイクル法の事業者ごとの基準実施率も達成しています。

なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

外部からの環境上の苦情・要請等

外部からの環境上の苦情・要請等は、過去３年間ありませんでした。

緊急事態対応の試行・訓練

■実施日 ２０２２年１０月１５日（土） ■実施場所 Ｈ＆Ｌセンター周辺

■参加者 出社の全従業員

■実施内容 消防署通報訓練、避難・点呼、水消火器を使用した消火訓練、消火栓放水訓練

■評価

■実施状況

奥本製粉株式会社

　緊急事態の想定：　事務所３階サーバー室より火災発生

消防設備の健全性の確認　〇　　通報手順の確認　〇　　避難・避難誘導の確認　〇　手順変更の必要　×

適応される法規制 適用される主な事項
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代表者による全体の評価と見直し・指示

見直しの指示： 環境経営方針 ☑必要なし □必要あり
環境経営目標・計画 ☐必要なし ☑必要あり （目標削減率の見直し）

実施体制他 ☑必要なし □必要あり

奥本製粉株式会社

２０２２年７月より取り組んできたエコアクション２１活動は、初年で手探り状態であったが、省電
力・プラ包材廃棄物削減において良好な結果を得られた。

目標（１）：電力量原単位を前年度比１％削減	達成
売上高電力量原単位が、２０２１年（基準年）と比較して、８７．５％の０．９７０ＭＷＨ／百万円とな
り、目標を達成した。総消費電力量も前年比で９７．７％であることから、省電力活動の効果が表
れたと思われる。今後も、電力費高騰が続くと予想されることから、無駄な電力使用を見直して
頂き、よりＣＯ2の削減を図れるよう全社で取り組んで頂きたい。

目標（２）：食品リサイクル率９９．９％達成	未達成
２０２２年の食品リサイクル率は、９６．４％となり、目標達成は叶わなかった。コロナ禍による消費
動向の変化により、滞貨品となった商品の廃棄が１１月・１２月に発生したことが原因だった。今後
は、滞貨在庫の確認を密に行い、廃棄案件を発生させない様にすることと、リサイクル対応可能
な業者の選定などでリサイクル率９９．９％の達成を目指して頂きたい。

目標（３）：下水排水量の前年５％削減		未達成
２０２２年の下水排出量は、前年比９７．４％で、目標達成は叶わなかった。構内配管からの漏水が
その原因であった。今後は漏水に関して早期確認に努めてもらいたい。また今後は、下水量の多
くを占める厚生施設からの生活排水の低減に取り組んでもらいたい。

目標（４）：プラ包材廃棄量を、前年比１％削減　　　達成
プラ包材廃棄量は前年比８２.８％となり、目標達成した。新設備による包装ミス品の減少、包材交
換時のロスの低減の効果が功を奏しているものと考えられる。今後も、包材消費量の記録管理を
行い、ロス包材の削減を削減につなげてゆく様、活動をお願いしたい。

内部監査により、要改善項目が２件、提案項目が１件見いだされた。環境管理活動は全社で取り
組むべきものであり、従業員それぞれの行動が重要である。指摘された社内の周知方法に関して
は、特に効果的な改善を図って頂きたい。

また、初年度の取り組みということもあるが、数値目標の設定は今後見直しする余地があると考
える。今回の達成状況を踏まえて、数値目標の設定は行って頂きたい。

環境への取組を行うことは、企業の責任であり、成長と環境の両立を経営において実践する必要
がある。よろしく取り組んでほしい。

実施日： 2023/2/10
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